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第１　審査の対象

　　

第２　審査の期間

令和８年８月１８日から令和８年８月２４日まで

第３　審査の方法　

　　

第４　審査の結果

　

第５　審査の意見

　

　

　

令和７年度高梁市健全化判断比率及び資金不足比率審査意見

　令和７年度健全化判断比率(実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、

将来負担比率）及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類

　市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎とな

る事項を記載した書類が、適正に作成されているかどうかを関係書類等を照合、審

査するとともに関係職員の説明を聴取して審査した。

　審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事

項を記載した書類は、いずれも適正に算定されていると認めた。

　審査の内容は、次のとおりである。

　令和7年度の健全化判断比率（４指標）については、実質赤字比率及び連結実質赤

字比率は実質赤字額を生じておらず、実質公債費比率は10.6％で、前年度に比べ0.7

ポイント減少し、将来負担比率の60.1％と前年度に比べ2.2ポイント増加したが、い

ずれも早期健全化基準を下回っている。

　特別会計のうち公営企業会計では、全会計で資金不足額が生じなかったため、資

金不足比率は算出されなかった。

  本市の財政を取り巻く環境は、物価の上昇や人件費の増加など社会情勢の変化に

より、今後も公債費や扶助費等、歳出の増加は見込まれ、厳しい状況が続いてい

る。各財政指標は基準を下回ったものの、長期的な視点から、本市の負担の実態を

検証する必要がある。

　高梁市新総合計画等に示された施策の実現に向けて、均衡のとれた財政運営の確

立と将来にわたって財政の健全性が確保できるよう、引き続き行財政改革の取組に

努められたい。
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１　算定対象会計

健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。

特別会計

＊は、法非適用企業会計

一部事務組合
・広域連合

地方公社・
第三セクター等

一般会計 一 般 会 計

国民健康保険成羽病院事業会計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

＊ 地 域 開 発 事 業 特 別 会 計

(公財 )成羽町美術振興財団

高 梁 地 域 事 務 組 合

岡山県市町村総合事務組合

岡山県後期高齢者医療広域連合

岡 山 県 市 町 村 税 整 理 組 合

岡 山 県 広 域 水 道 企 業 団

区　　分

一
般
会
計
等

公
営
事
業
会
計

へ き 地 診 療 所 特 別 会 計

養 護 老 人 ホ ー ム 特 別 会 計

対　象　会　計　等

畑地かんがい事業特別会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

特別養護老人ホーム特別会計

公
営
企
業
会
計

法
適
用

水 道 事 業 特 別 会 計

財政健全化比率等

実質赤字
比 率

連結実質
赤字比率

実質公債
費 比 率

将来負担
比 率

資金不足
比 率
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２　健全化判断比率

健全化判断比率の状況は次のとおりである。

　 （単位：％）

　　　　

実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、いずれも実質赤字額を生じていないため

算定されない。

　実質公債費比率は10.6％で、前年度から0.7ポイント減少しているが、早期健全化基準

25.0％を下回っている。

　将来負担比率は60.1％で、前年度に比べ2.2ポイント増加し、早期健全化基準350.0％を

下回っている。

以上のとおり、いずれも基準値を超えておらず、健全段階の範囲内である。

＊　早期健全化基準、財政再生基準

区　    分 早期健全化基準 財政再生基準R7R6R5

20.00

(2) 連 結 実 質 赤 字 比 率 17.86 30.00

(1) 実 質 赤 字 比 率 12.86―

―

―

―

―

―

35.0

(4) 将 来 負 担 比 率 350.0

(3) 実 質 公 債 費 比 率 25.010.6

60.1

11.3

57.9

11.3

48.1

この基準を超えた場合には、財政健全化計画や財政再生計画の策定等が義務付けられる。

　早期健全化基準及び財政再生基準は、地方公共団体の財政健全化に関する法律施行令に

より定められている。

＊注　(1)実質赤字比率及び(2)連結実質赤字比率はマイナスとなるため、便宜上「―」で記載している。

　　　以下、その他の指標も同様の扱いとする。
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(1) 実質赤字比率について

* 黒字の場合は負の値

① 一般会計等の実質収支額 （単位：千円・％）

②　標準財政規模 （単位：千円・％）

標準財政規模は、通常収入される経常一般財源のことで、市税等の標準税収入額等、普通

交付税 及び臨時財政対策債発行可能額の合計額からなる。

健全化判断比率は標準財政規模に対する比率であるため、標準財政規模の増加は、財政

状況がプラスの影響を及ぼす。

8,964,097

0

△ 41,765

△ 31,404

増減率

0.2

2.1

△ 0.5

△ 100.0

30,624

103,7934,994,939

1,026,940

156,418

937,359 △ 68,384 △ 7.3868,975

△ 3,796,500

　実質収支額が8億6,897万円の黒字のため、実質赤字比率はない。

令和７年度 早期健全化基準

△ 12.7

1.0

29,969,119

1,093,777 △ 66,837

1,547

△ 6.1

26,172,619

157,965

＝

内
　
訳

区　    分

標 準 財 政 規 模

標 準 税 収 入 額 等

普 通 交 付 税

臨時財政対策債発行可能額

令和６年度 令和７年度

13,928,412

4,891,146

9,005,862

31,404

13,959,036

標準財政規模（13,959,036千円）
×100％

歳 入 総 額 31,062,896 27,199,559 △ 3,863,337 △ 12.4

区　    分 令和６年度

対前年度比較
令和７年度

増減額 増減率
令和６年度

実質赤字比率

一 般 会 計 等 実 質 収 支 額

増減額

対前年度比較

　主要な会計である一般会計等に生じている赤字の程度を、市の財政規模に対して単年度で

指標化し、財政運営の深刻度を示すもの。

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度に繰り越すべき財源

実質赤字比率

財政再生基準

― ― 12.86 20.00

区　 　　分

一般会計等の実質赤字額(-868,975千円)*
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　全会計の赤字と黒字を合算して、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、

* 黒字の場合は負の値

連結実質収支額が25億2,131万円の黒字のため、連結実質赤字比率はない。

実質収支額及び資金不足（剰余）額 （単位：千円・％）

＊は、法非適用企業会計

当年度の連結実質収支額は、前年度に比べ4億521万円減少している。

　これは、主として一般会計、水道事業特別会計及び国民健康保険成羽病院事業会計が

減となったためである。

増減額 増減率

一 般 会 計 936,775 868,375 △ 68,400

×100％

会計名 対象会計等

実質収支額・資金不足額（又は剰余額）

令和６年度 令和７年度
対前年度比較

＝
標準財政規模（13,959,036千円）

連結実質赤字比率
連結実質赤字額(-2,521,318千円)*

― 17.86 30.00

令和７年度 早期健全化基準 財政再生基準

0 0 0 ―

△ 7.3

へき地診療所特別会計 0 0 0 ―

養護老人ホーム特別会計

畑 地 か ん が い 事 業
特 別 会 計

584 600 16 2.7

671 894 223 33.2

国民健康保険特別会計 42,944 11,588 △ 31,356

介 護 保 険 特 別 会 計 184,339 232,698

(2) 連結実質赤字比率について

財政運営の深刻度を示すもの。

令和６年度

合　　　　　計 2,926,528 2,521,318 △ 405,210 △ 13.8

270,128 72,864 36.9

地 域 開 発 事 業 特 別 会 計 19,035 18,859 △ 176 △ 0.9

522,496 △ 171,187 △ 24.7

国 民 健 康 保 険 成 羽 病 院
事 業 会 計

851,233 595,680 △ 255,553 △ 30.0

区　    分

連結実質赤字比率

水 道 事 業 特 別 会 計 693,683

下 水 道 事 業 特 別 会 計 197,264

48,359 26.2

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム
特 別 会 計

―

一
般
会
計
等

一般会計

特別会計

公
営
事
業
会
計

公
営
企
業
会
計

法
適
用

＊

0 0 0 ―

△ 73.0

後期高齢者医療特別会計
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(3) 実質公債費比率について

　普通会計等が負担する元利償還金の標準財政規模に対する比率。

早期健全化基準については25％、財政更生基準は35％とされている。

(Ａ＋Ｂ)－(Ｃ＋Ｄ)

Ａ：元利償還金　Ｂ：準元利償還金　Ｃ：特定財源　Ｄ：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要

     額算入額

*標準財政規模　13,959,036千円

　実質公債費比率の推移表 （単位：％）

実質公債費比率算定の内訳 （単位：千円・％）

単年度の実質公債費比率は10.6％で、前年度に比べ0.2ポイント減少している。

また、3か年平均は10.6％で、前年度と比べ0.7ポイント減少している。

特 定 財 源

準 元 利 償 還 金

235,904 210,240 △ 10.9Ｃ

Ｄ

△ 0.7

△ 0.2

対前年度
比較増減

令和5年度

212,335

674,933

令和6年度 令和7年度

3,243,294

対前年度
比較増減率

令和7年度

11.3

△ 9.1

10.6

10.6

695,087 742,171

3,870,827 3,720,154 3,646,036

元利償還金・準元利償還金に係る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

3,051,036 2,937,260 △ 3.7

*標準財政規模－Ｄ
＝

実質公債費比率
（3ヵ年平均）

×100％

区　　　　　分

区　　　　　分

△ 2.0

10.4

11.3

10.8

令和5年度 令和6年度

実 質 公 債 費 比 率
3か年平均

単年度

Ａ

Ｂ

元利償還金 (繰上償還額 を除 く )
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(4) 将来負担比率について

　一般会計等の借入金残高や将来支払う可能性のある負債等について、現時点での残高

当市における早期健全化基準は350.0％である。

*標準財政規模　－　Ｃ

Ａ：将来負担額　Ｂ：充当可能な財源　Ｃ：元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

*標準財政規模　13,959,036千円

　将来負担比率の推移

将来負担比率算定の内訳 （単位：千円・％）

Ａ　将来負担額 （単位：千円・％）

Ｂ　充当可能な財源 （単位：千円・％）

Ｃ　基準財政需要額算入見込額 （単位：千円・％）

0 ―

△ 297,701 △ 0.7

△ 15.2

△ 203,353 △ 3.4

△ 26,110 △ 12.9

5.7

0 ―

0 ―

令和7年度

60.1

令和6年度 令和7年度

32,921,920

32,894

6,067,131

32,616,667

27,881

5,863,778

増減額

令和6年度 令和7年度

43,171,423 △ 297,70143,469,124

増減

2.2

増減額 増減率

増減率

△ 305,253 △ 0.9

△ 5,013

1

2

3

地 方 債 の 現 在 高

債務負担行為に基づく支出予定額

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

令和6年度

57.9

区　　　　　分

区　　　　　　分

将 来 負 担 比 率

の程度を示すもので、この値が高くなるほど将来の財政を圧迫する可能性が高くなる。

＝将来負担比率 ×100％
Ａ　－　Ｂ

区　　　　　分

△ 0.7

Ｃ
元利償還金・準元利償還金に係る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

37,165,669 36,543,369 △ 622,300 △ 1.7

3,051,036 2,937,260 △ 113,776 △ 3.7

Ａ 将 来 負 担 額

Ｂ 充 当 可 能 な 財 源

5 退 職 手 当 負 担 見 込 額 4,244,379 4,486,407

4 組 合 負 担 等 見 込 額 202,800 176,690

242,028

0 06 設立法人の負担額等負担見込額

8 組合等連結実質赤字額負担見込額 0 0

7 連 結 実 質 赤 字 額 0 0

充当可能基金 (財政調整基金ほか ) 6,702,077 6,300,526 △ 401,551 △ 6.0

合　　　　　　計 43,469,124 43,171,423

区　　　　　分 令和6年度 令和7年度 増減額 増減率

特 定 財 源 見 込 ( 都 市 計 画 税 ほ か ) 1,177,021 1,258,412 81,391 6.9

基準財政需要額算入見込(地方債現在高) 29,286,571 28,984,431 △ 302,140 △ 1.0

合　　　　　計 37,165,669 36,543,369 △ 622,300 △ 1.7

3,051,036 2,937,260 △ 113,776 △ 3.7
基 準 財 政 需 要 額 算 入 見 込
( 元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 )

令和6年度 令和7年度 増減額 増減率区　　　　　分
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３　資金不足比率

公営企業の資金不足額を公営企業の事業規模と比較して指標化し、経営状態の深刻度を

示すものである。

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合は、議会の議決を経て経営健全化計画を定め

ることになる。

資金不足比率の状況は、次のとおりである。
（単位：％）

注：資金不足比率については、算定結果が赤字ではないため、「－」で表示している。

（単位：千円）

　当年度においても、資金不足額が生じていないため、該当の数値はない。

　いずれも、国の基準範囲内であり、健全であると認められる。

地 域 開 発 事 業 特 別 会 計 0 9,972 0

下 水 道 事 業 特 別 会 計

　法　非　適　用　企　業

水 道 事 業 特 別 会 計 0 591,037 0

国民健康保険成羽病院事業会計 0 1,545,527

　法　適　用　企　業

0

0 412,511 0

区　　　　分
令和6年度 令和7年度

資金不足額 事業の規模 資金不足額 事業の規模

― ― ―

20.0
国民健康保険成羽病院事業会計 ― ―

資金不足比率
政令で定める資金の不足額

政令で定める事業の規模
×100％＝

経営健全化
基　　　準令和5年度 令和6年度 令和7年度

地 域 開 発 事 業 特 別 会 計 ― ―

会　　計　　名
資金不足比率

―

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ― ― ―

―

水 道 事 業 特 別 会 計
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